
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

県ＨＰよりダウンロード 

   症状別に次の 3種類があります。必要に応じてご活用ください。 

•  アナフィラキシー・食物アレルギー用（PDF：110KB）  

•  気管支ぜん息用（PDF：86KB）  

•  その他のアレルギー疾患用（PDF：114KB）  

 

管理指導表の活用について、正しく理解していただくためのしおりです。 

•  保護者用（PDF：476KB）  

•  主治医用（PDF：768KB）  

•  教職員用（PDF：532KB 

 

 

（１）学校におけるアレルギー疾患のある児童生徒への対応指針  

アレルギー疾患の児童生徒に対する取組の流れ 

①アレルギー疾患があり、配慮・管理の必要な児童生徒の把握 

 就学時健康診断  入学説明会  入学前の保護者からの相談 アレルギー調査票、 

 在学中の児童生徒・保護者からの相談   保健調査票、健康診断 等 

 

 

②対象となる児童生徒の保護者への学校生活管理指導表の提出依頼 

 

 

「アレルギー調査票」等の活用・・各校、市町で作成の様式を使用 

滋賀県版「学校生活管理指導表」を使用 

 

file:///C:/Users/w309671/AppData/Roaming/Microsoft/Word/アナフィラキシー・食物アレルギー用.pdf
file:///C:/Users/w309671/AppData/Roaming/Microsoft/Word/気管支ぜん息用.pdf
file:///C:/Users/w309671/AppData/Roaming/Microsoft/Word/その他のアレルギー疾患用.pdf
http://www.pref.shiga.lg.jp/edu/sogo/kakuka/ma08/file/hoken/files/siori-hogosya.pdf
http://www.pref.shiga.lg.jp/edu/sogo/kakuka/ma08/file/hoken/files/siori-syujii.pdf
http://www.pref.shiga.lg.jp/edu/sogo/kakuka/ma08/file/hoken/files/siori-kyousyokuin.pdf


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③保護者との面談 

 学校生活管理指導表の内容を関係教職員、保護者で確認。 

 年間行事、配慮が必要な授業については詳細について確認しておく。 

緊急時の対応等を確認（エピペン携帯の有無、本人の理解度、家庭での対応状況） 

④校内委員会の設置と、個別の取組プランの作成 

 学校生活管理指導表に基づき、アレルギー対応委員会において取組を検討。関係職員で 

 作成する。 

 

 

 

 

 

 

 ⑤保護者との面談 

  個別の取組プランを関係教職員、保護者で確認  

  主治医等との連携 

 ⑥校内での教職員の共通理解 

  個別の取組プラン、緊急時の対応等の共通理解、体制づくり 

  アレルギー疾患に関する知識、エピペンの使用手順などについての共通理解及び教職員研修の実施    

 

アレルギー対応委員会 

校長、教頭、教務主任、養護教諭、保健主事、給食主任、 

栄養教諭・学校栄養職員、学級担任、学年主任 等 

 

 

 

「個別の取組プラン」・・各校、市町で作成された様式を使用 

実際には注射後

すぐ薬液が体内に

入るために、５つ

数える前に注射針

が外れても問題は

ない 



 

 

 

 

• 学校のアレルギー疾患対応資料（ＤＶＤ）研修資料（研修資料一式：zip 形式：4.64MB） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑦日常におけるアレルギー対応の実施 

  学級指導 周囲の児童生徒への説明 

  校外行事、宿泊を伴う行事等、必要に応じ保護者と面談。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑧評価・対応の見直し、次年度に向けた準備 

校内委員会で取組の評価、対応の見直し。  

次年度分の学校生活管理指導表を配布。 

  

滋賀県小児アレルギー研究会より配布され 

ている資料 （公財 日本学校保健会）の活用 

http://www.gakkohoken.jp/book/ebook/01/kensyusiryo.zip
http://www.gakkohoken.jp/book/ebook/ebook_other0030/index.html
http://www.gakkohoken.jp/book/ebook/ebook_other0010/index.html
http://www.gakkohoken.jp/book/ebook/ebook_other0020/index.html


 

 

 

 

【 参考 】 すべて Ctrlを押しながらクリックしてリンク先を表示できます。         

【アレルギー疾患対応疾患対策】    文部科学省 HP 

学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン・要約版・研修資料 PDF

（※日本学校保健会のページへリンク）  

研修資料 PDF 

アレルギー疾患対応資料（DVD）映像資料及び研修資料  

映像資料のうち、＜研修資料＞で使われているスライドはこちらからもダウンロ

ードいただけます。 

 

【アレルギー疾患関連】     日本学校保健会 HP 

 

 

 

 

 

 

 

 

「子どものアレルギー情報センターしが」のページ 

  小児保健医療センター  アレルギー情報ページへ 

        

（研修資料）30分でわかる子どもの食物アレルギー 

       

 

http://www.gakkohoken.jp/modules/books/index.php?fct=photo&p=51
http://www.gakkohoken.jp/modules/books/index.php?fct=photo&p=51
http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1355828.htm
https://www.pref.shiga.lg.jp/mccs/shinryo/hokenshido/qanda/index.html
https://www.pref.shiga.lg.jp/mccs/shinryo/hokenshido/qanda/index.html
https://youtu.be/b6Ec9VXSEAo


 

 

 

 

 アレルギー緊急時対応冊子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

file://///w02/MA08$/◆R元　保健安全・給食共有/52%20アレルギー/アレルギー対応指針201912月版/https：/www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/2071520.pdf


 

 

 

 

【滋賀県の現状】 

令和元年度 学校保健実態調査結果 

 

 

有病者：学校生活管理指導表で管理している者 

アレルギー有病者率は調査開始時から増加しており、中でも食物アレルギー有病者が増加している。 

学校給食、食を扱う学習や体験活動等において適切に対応する必要がある。 

（人） 

 
 

 

学校へアドレナリン自己注射薬（エピペン）を持参する児童生徒の数は、年々増加しており、特に小学校

入学時に処方される場合が多いことから、小学校入学前の把握が必要である。 
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校内研修（職員研修）の実施 
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 令和元年度の調査では、AED・エピペン等アレルギーにかかわる職員研修会が開催されていない学校園も

あった。 アレルギーの発症は、小学校以降に初めて発症することもあるため、万一、発症した場合の緊急時

対応マニュアル（「学校の危機管理マニュアル作成の手引き （平成 30 年 2 月 文部科学省）」参照）を作成し

校内体制を整えておくことが重要である。 

  

校内研修会の実施においては、毎

年実際の場面を想定し、役割分担

を決めたシミュレーション訓練を

行う等、より具体的な方法で実施

することが望ましい。 

令和元年度 中堅養護教諭等資質向上研修より 



 

 

 

 

 

 

 

 

 エピペンを使用した事案、アレルギー疾患による救急搬送事案は、「アレルギー事故（ヒ

ヤリハット）発生速報」にて、県教育委員会事務局保健体育課へ報告する。県は、この情報

に基づき、必要な事故防止につながる研修会等を実施する。    

様式５ アレルギー事故（ヒヤリハット）発生速報（ワード：20KB） 

 

 

（２）事故及びヒヤリハット事例にかかわる情報の収集について  

file://///w02/MA08$/◆R元　保健安全・給食共有/52%20アレルギー/アレルギー指針策定部会/2回/アレルギー事故発生報告.pdf
file://///w02/MA08$/◆R元　保健安全・給食共有/52%20アレルギー/アレルギー指針策定部会/2回/アレルギー事故発生報告.pdf
file://///w02/MA08$/◆R元　保健安全・給食共有/52%20アレルギー/アレルギー指針策定部会/2回/アレルギー事故発生報告.pdf


 

 

 

 

 

 

 

  県教育委員会は、主体となり関係機関（病院・消防本部等）と連携を図る。 

 また、県教育委員会は、関係機関とガイドラインや学校生活管理指導表の運用について共

通理解を図るため、学校医、主治医の助言を得る。 

救急車要請時には（１１９番通報）、下記のポイントを参考に、消防職員に正しく必要

な情報を伝える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食物アレルギー緊急時対応マニュアル 

 平成 25 年 7 月発行  

東京都「食物アレルギー緊急時対応マニュアル」より引用 

 

（３）関係機関（病院・消防本部等）との連携について  

 

滋賀県版緊急時対応記録用紙 

滋賀県では、119 番通報により、

各消防署から緊急度によってドクタ

ーヘリやドクターカー（湖南地域の

一部）の出動要請がかかることがあ

る。通報時には、アレルギーの症状

等、情報を正確に連絡することが重

要である。 

http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2013/07/DATA/20n7o400.pdf
file:///C:/Users/w309671/AppData/Roaming/Microsoft/Word/滋賀県版緊急時対応カード.pdf


 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  県教育委員会は、毎年「学校保健に関する実態調査」を実施し、その結果をアレルギー

指針策定連絡協議会で協議および県内研修会で周知するとともに、課題改善につながる研修

会を行う。 （調査内容は、今後も実態により適宜追加・変更する場合がある） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）アレルギー対応におけるヒヤリハット事例、状況の把握、 

フィードバック  

 

別紙1　　（入力表）

幼児児童生徒数

（５月1日現在)

(1)

　
　 人

　

(２)

　 人

　 人

　 人

　 人

　 人

　 人

（３－0

(３)

　

人

人

人

人

人

人

　 上記の幼児児童生徒のうち、アドレナリン自己注射薬を携行している数をご記入ください。

　 人

(４)

1

平成31年度　学校保健に関する実態調査

  

学校名  

担当者  

貴校園において把握されている下記アレルギーのある幼児児童生徒数をご記入くださ
い。【学校生活管理指導表（アレルギー疾患要）に基づき管理している数】

食物アレルギー 0

喘息 0

人数の記入または、「はい」の場合は「1」を
記入し、□の中は、具体的に記入してください。

0

貴校園において把握されている「脳脊髄液減少症」と診断されている幼児児童生徒数をご記入
ください

　 0

（1）－1
上記問1に該当する幼児児童生徒があれば、現在の状況や各校園で配慮されてい
る事項をご記入ください。

その他 0

具体的に書いてください（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

貴校園において、把握されているアナフィラキシーのある幼児児童生徒数および病型を
その内訳のご記入ください。【学校生活管理指導表】

アナフィラキシーのある人数（延べ数） 0

アレルギー性鼻炎 0

アレルギー性結膜炎 0

アトピー性皮膚炎 0

使用した 0 人

（４）－１ 使用時の状況を簡単に記入ください。（時期　アレルゲン等）

0

カ　その他 0

　 0

学校においてアドレナリン自己注射薬を携行している幼児児童生徒について、平成30年
度の使用状況をご記入ください。

病

型

（
ア

ナ

フ

ィ
ラ

キ

シ
ー

の

内

訳

）

ァ　食物 0

イ　食物依存性運動誘発 0

ウ　運動誘発 0

エ　昆虫 0

オ　医薬品

計算式が入っているた

め、記入しないでくださ

 

(５)

①

②

③

④

⑤

(６)

回

①

②

③

(８)

①

②

③

(９)

　
①

　

人

人

人

人

人

人

人

人

人

エピペン®研修のみ実施 0

実施する予定 0

実施しない 0

学校において、今年度（平成31年度）、アドレナリン自己注射薬（エピペン®）・ＡＥＤを含
む救急法の職員研修を実施しましたか。

実施した 0

ＡＥＤ研修のみ実施 0

はい 0

いいえ 0

給食を実施していない 0

貴校園において平成30年度のＡＥＤ使用状況についてご記入ください。

使用したことがある 0

（６）－１ 使用時の状況を簡単に記入ください。

（７）学校給食における食物アレルギー対応する場合は、医師の診断による学校生活管理指導表
　　の提出を必須としていますか。

貴校園において、平成30年度学校給食（食物アレルギー）について、ヒヤリハット事例が
ありましたか。(学校給食を実施している学校のみお答えください。）

はい 0

（９）－１ 状況を簡単に記入ください。

学校における食物アレルギーの対応について、食物アレルギー対応委員会等の組織が
ありますか。

はい 0

いいえ 0

対象者がいない 0

イ　児童虐待に関する課題 0

ウ　睡眠に関する課題 0

エ　性に関する課題 0

（10）貴校園において、関係機関と連携している「心の健康」に関する課題を抱える幼児児童生
　　　徒数をお答えください。

ァ　人間関係に関する課題 0

ク　発達障害に関する課題 0

ケ　その他 0
具体的に書いてください（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（１０）－１ 関係機関との連携について、課題となっていることがあれば記入してください。

オ　摂食障害に関する課題 0

カ　自傷行為に関する課題 0

キ　精神疾患に関する課題 0



 

 

 

 

 

 

 

（１）学校給食における対応の原則 

 アレルギーを有する児童生徒においても、給食時間を安全に、かつ楽しんで過ごすことが

できるようにするため、次のことを原則とする。 

○食物アレルギーを有する児童にも給食を提供する。そのためにも安全性を最優先する。 

 ○学校給食においてアレルギー対応を行う場合には、食物アレルギー対応委員会等を校内

に必ず設置し組織的に行う。 

 ○「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン（財団法人 日本学校保健会）」

に基づき、医師の診断による「学校生活管理指導表」の提出を必須とする。 

 ○安全性確保のため、原因食物の完全除去（提供するかしないか）を原則とする。 

 ○学校及び調理場の施設設備、人員等に鑑み、無理な（過度に複雑な）対応は行わない。 

 ○教育委員会等は学校・共同調理場における食物アレルギー対応に関する委員会を組織し、

一定の方針を示すとともに、学校・共同調理場の取組内容を確認し、把握し、環境整備

や指導および支援する。 

 

（２）食物アレルギー対応の考え方 

①食物アレルギーを有する児童生徒にも給食を提供する。 

   児童生徒が学校生活を安全にかつ楽しんで過ごせるために 

   ・安心、安全な給食の提供をする。 

   ・食物アレルギーを有する児童生徒の視点に立った対応をする。 

   ・すべての教職員が食物アレルギーやアナフィラキシーを正しく理解する。 

 

②組織で対応し、学校全体で取り組む。 

   適切な食物アレルギー対応ができる土台を作る。 

   ・組織の整備をする。 

   ・各教職員の役割を明確にして、当事者意識を高める。 

   ・校内の食物アレルギーに関する調整、管理、決定等を行う。 

 

《学校における各職員の役割例》 

管理職(校長等) 

・校内の食物アレルギー対応のすべての最高責任者であり、市町教育委員会等 

の方針の趣旨を理解し、教職員に指導する。 

・食物アレルギー対応委員会を設置する。 

・個別面談を実施（マニュアルに定められた者と一緒に行う）する。 

・関係教職員と協議し、対応を決定する。 

（５）学校給食における食物アレルギーに対する基本的な考え方  



 

 

 

 

保健主事 

・食物アレルギー対応委員会を開催する。 

    ・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を把握し、全職員間で連携を図る。 

 

教職員 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態や個別の取組プランを情報共有する。 

・緊急措置方法等について共通理解を図る。 

     ・学級担任が不在のとき、サポートに入る教職員は、担任同様に食物アレルギ 

      ーを有する児童生徒のアレルギーの内容等を把握し、同等の対応ができるよ 

うにする。 

 

学級担任 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態や個別の取組プラン、緊急措置方法 

等について把握する。 

    ・個別面談をマニュアルに定められた者と一緒に行う。 

    ・給食時間は、決められた確認作業（指さし声出し）を確実に行い、誤食を予 

防する。また楽しい給食時間を過ごせるように配慮する。 

    ・食物アレルギーを有する児童生徒の給食の喫食や食べ残し状況等を記録し、 

実態把握に努める。 

・給食時間に教室を離れる場合には、事前に他の教職員に十分な引継ぎを行う。 

・他の児童生徒に対して、食物アレルギーを正しく理解させる。 

 

養護教諭 

 

栄養教諭・学校栄養職員 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態把握や個別の取組プラン等立案する。 

・個別面談をマニュアルに定められた者と一緒に行う。 

・安全な給食提供環境を構築する。 

・マニュアルや個別の取組プラン等に基づき、具体的な調理・配膳作業等を管 

理する。 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態把握や個別の取組プラン、緊急措置方

法等（応急処置の方法や連絡先の確認等）を立案する。 

・個別面談をマニュアルに定められた者と一緒に行う。 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を把握し、全教職員間で連携を図る。 

・主治医、学校医、医療機関との連携を図り、応急処置の方法や連絡先を事前に確

認する。 



 

 

 

 

調理員 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を理解し、対応の内容を確認する。 

     ・栄養教諭・学校栄養職員の調理指示をもとに、安全かつ確実に作業する。 

 

③学校生活管理指導表とガイドラインに基づいた対応 

   効率的で適切な給食提供のために、 

   ・ガイドラインによる対応を基本とする。 

   ・学校生活管理指導表の提出を必須とし、対象者を限定する。 

   ・対象者を限定することで、安全・安心な給食を実現する。 

 

④連携（保護者、学校間、共同調理場、主治医、医師会、消防機関） 

   安全な給食環境の実現のために、 

   ・保護者からの情報収集と相互理解・情報共有を図る。 

   ・学校生活管理指導表運用のため、主治医・医師会との連携を図る。 

   ・緊急時対応に備え、消防機関と連携を図る。 

   ・進学、転学等の場合にも学校間で情報共有を図り、リスクを減らす。 

   ・学校からの情報をもとに、安全な給食提供のために共同調理場と連携を図る。 

 

 ⑤完全除去対応が基本 

   誤食・誤配を防止するために、 

   ・学校生活管理指導表に基づき、必要最小限の除去対応とする。 

   ・対応する食品数を減らす。 

   ・複雑、過剰な対応をしない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

《対応の種類》 

レベル１：詳細な献立表対応 

給食の原材料を詳細に記した献立表を事前に配布し、それをもとに保護者や担任

などの指示又は児童生徒自身の判断で、給食から原因食品を除いて食べる対応。単

品で提供されるもの（例 果物など）以外、調理されると除くことができないので

適応できない。 

詳細な献立表の作成と配布は学校給食対応の基本であり、レベル２以上の対応で

も、あわせて提供すること。 

 

レベル２：弁当対応 

一部弁当対応：除去又は代替食対応において、当該献立が給食の中心的献立、か

つその代替提供が給食で困難な場合、その献立に対してのみ部分的に弁当を持参す

る。 

完全弁当対応：食物アレルギー対応が困難なため、すべて弁当持参する。 

 

レベル３：除去食対応 

広義の除去食は、原因食物を給食から除いて提供する給食を指し、調理の有無は

問わない。 

（例）飲用牛乳や単品の果物を提供しない 等 

本来の除去食は、調理過程で特定の原材料を除いた給食を提供することを指す。 

（例）かき玉汁に卵を入れない 等 

 

レベル４：代替食対応 

広義の代替食は、除去した食物に対して何らかの食材を代替して提供する給食を

指し、除去した食材や献立の栄養価等の考慮の有無は問わない。本来の代替食は、

除去した食材や献立の栄養量を考慮し、それを代替して 1食分の完全な給食を提供

することを指す。 

 

   （３）安全性の確保を目的とした学校給食提供の考え方 

        〇学校における食物アレルギー対応に関する委員会で決定した給食対応の基本方

針及び市町の献立作成の基本方針に基づき、安全な学校給食の提供を目的に、各

学校や調理場の能力や環境（体制・人的環境・物理的環境）、児童生徒の食物ア

レルギーの実態を踏まえて献立を作成する。 

    〇物資選定委員会等食品選定のための委員会は、献立作成委員会等で決定した原因

物質の使用における方針に基づいて、食材の選定及び調達を行う。食品の選定で

連携を図るとともに、物資選定方針等の見直しにおいても、連携がとれるように



 

 

 

 

しておく。 

    〇決定した献立は、詳細な献立表とともに、栄養教諭・学校栄養職員と保護者、児

童・生徒とで確認し、学校・共同調理場の関係職員と共有する。 

    〇献立を作成する際は、原因食物の混入を防止し、複雑で煩雑な調理作業とならな

いように、作業工程表や作業動線図で確認をする。 

    〇学校や調理場で起きたすべての事故及びヒヤリハット事例は、食物アレルギー対

応委員会に報告し、定期的に施設ごとに対応方法の評価、検討を行う。すべての

事例は、県教委育委員会事務局保健体育課にも報告する。（報告様式：「アレルギ

ー事故（ヒヤリハット）発生速報」） 

 

   ①使用する頻度を検討する必要がある食物 

（ア）特に重篤度の高い原因食物：そば、落花生（ピーナッツ） 

      学校給食での提供を極力減らす。提供する際は、使用するねらいを明確にし、

使用していることが明確な調理や料理名とする。 

（イ）特に発症数の多い原因食物：卵・乳・小麦・えび・かに 

      提供方法等を工夫する。提供する際は、使用するねらいを明確にし、使用して

いることが明確な調理や料理名とする。 

    （ウ）その他、対応申請のあった食物 

      児童生徒の実態に応じて、対応を検討する。 

 

   ②調味料・だし・添加物 

      食物アレルギーの原因食物に関連するものであっても症状誘発の原因となり

にくい下記の食品については、完全除去を原則とする学校給食においても、基本

的に除去する必要はない。 

これらについて対応が必要な児童生徒は、当該原因食物に対する重篤なアレ

ルギーがあることを意味するため、安全な給食提供が困難な場合には、弁当対応

を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原因食物 除去する必要のない調味料・だし・添加物等 

鶏卵 卵殻カルシウム 

牛乳 乳糖・乳清焼成カルシウム 

小麦 しょうゆ・酢・みそ 

大豆 大豆油・しょうゆ・みそ 

ごま ゴマ油 

魚類 かつおだし・いりこだし・魚醤 

肉類 エキス 

＊これらの調味料・だし・添加物等にアレルギー症状を有する場合は、学校給食への対応について

主治医とより詳細な連携を取ること。 



 

 

 

 

③料理名・使用食品の明確化 

安全な給食提供のために献立表や料理名を工夫する。 

  献立表の作成にあたっては、複数の関係者で確認し、誤表示や記入漏れのないよう 

にする。 

（ア）献立表 

 ・料理ごとに使用している原材料が詳細にわかる献立表を作成し、学校関係者、調

理場関係者、保護者等を含む関係者全員で同一のものを共有する。 

 ・加工食品に原因食物が使用されている場合は、それを明記し、必要に応じて詳細

な原材料が確認できるようにする。 

   （イ）料理名 

 ・原因食物が使用されていることが明確な料理名とする。 

 

④弁当対応の考慮対応 

以下の（ア）（イ）に該当する場合は安全な給食提供は困難であり、弁当対応を考慮

する。 

（ア）極微量で反応が誘発される可能性がある等の場合 

a）調味料・だし・添加物の除去が必要 

b) 加工食品の原材料の欄外表示(注意喚起表示)がある場合についても除去の指 

示がある 

（注意喚起表示例） 

○同一工場、製造ライン使用によるもの 

○原材料の採取方法によるもの 

○えび、かにを捕食していることによるもの 

   c)多品目の食物除去が必要 

   d)食器や調理器具の共用ができない 

   e)油の共用ができない 

   f)その他、上記に類似した学校給食で対応が困難と考えられる状況 

（イ）施設の整備状況や人員等の体制が整っていない場合 

 

※単にエピペン所持であるとか、アナフィラキシーやアナフィラキシーショックの既往がある

だけで弁当対応にする必要はありません。 

※a)～f)に該当する場合、主治医にそこまでの対応が必要であるか改めて確認することが望ま

れます。 

 

 

 

 

食物アレルギー対応を行うための各学校及び調理場での状況（人員や設備、作業区域、食数など）が異な

るため、県内一律に対応を推進することはできません。各調理場の状況と食物アレルギーの児童生徒の実

態を総合的に判断し、児童生徒の安全を第一に学校給食を提供することを目的に、設備や人員等各施設に

応じた適切な対応を検討します。各学校及び調理場での食物アレルギー対応については、「学校給 

食における食物アレルギー対応指針」（平成 27年３月 文部科学省）に準じて行います。 



 

 

 

 

 

（４）事故及びヒヤリハット事例             令和元年５月実施調査より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さわらアレルギーのための代替食対応で、代替え食材（さば）の調理時、さわらとさばを同

じトレイにのせて焼いてしまった。通常は仕切りを設け、魚を焼いた時に出る汁等が混ざら

ないようにしている。 

⇒ 対策例：作業工程表や作業動線図の確認をする。全員で打ち合わせ等を行い、情報を共

有する。 

食物アレルギー対応児の給食トレイの上に名前プレートを置き忘れていたため、複数いるア

レルギー児童の誰の給食か分からず、担任が厨房に確認をした。 

⇒ 対策例：名前プレートや配食等に間違いがないか複数で確認し、チェック表に記入す

る。 

アレルギー対応食を担任が取りに行かないまま、クラスの配膳を行った。欠席児童がいたた

め、アレルギー対応児童に普通食が配膳されたが、いただきますの直前に気づいた。 

⇒ 対策例：校内ルールやクラスでの確認を徹底する。 

代替食の食器が届いていたのを見落とし配膳せず、みんなと同じものを食べた。いつもは家

から本児に代替食を告げられていたが、その日は聞いていなかったこと、担任の出張が重な

り誤食となった。 

⇒ 対策例：喫食前に当該児童のアレルギー対応献立一覧等で、間違いなく配膳できたか再

度確認をする。担任不在時は、自習計画書等に記入するなど他の職員への引継ぎを確実に行

う。 

 

小麦アレルギーの生徒。給食でのおかずの代替食対応はなく、当日はおかずを持参すること

となっていたが、おかずの持参を忘れたため、小麦を含んだおかずをひと口食べた。 

⇒ 対策例：登校後や給食の配膳前に本人と担任が対応食の有無を確認する。アレルギー対

応食がある料理は、食べさせないことを徹底する。 

乳アレルギーのある児童の肌に、誤って牛乳パックを洗ったバケツの水がかかってしまい、

肌のかゆみを訴えた。 

⇒ 対策例：校内ルールを徹底する。学級の児童生徒にも食物アレルギー対応についてのル

ールを徹底する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）に関して 

Q１ 学校生活管理指導表はどのような病状の人が提出するのですか？毎年、提

出を求めるのですか？転校や進学の際には、どのような引き継ぎをすれば

いいですか？ 

Ａ アレルギー疾患により学校生活の中で特別な配慮が必要な児童生徒が提出すべき

です。アレルギー疾患に関して医師から診断されており、医師も配慮が必要と認め

た場合に学校関係者と保護者が詳細を話し合って学校での対応を決めるようにしま

す。 

学校生活管理指導表については就学時健康診断の際、入学後は学校側から提出を

働きかけてください。  

アレルギー疾患は成長するにつれて、症状が変化したり、新たに別の症状が発症

したりすることがあるため、１年ごとまたは症状に変化があった場合はその都度更

新する必要があります。 

  転出・卒業の場合は、学校生活管理指導表は保護者に返却します。転入・進学先

の学校によりアレルギー対応が変わるため、転入・進学先で改めて保護者・本人と

転入・進学前に対応の面談等を行うようにしてください。このためアレルギー疾患

対応については、アレルギー疾患があることのみ同意を得て、引き継ぐようにして

ください。 

 

Q２  保護者から、学校生活管理指導表を提出されていないにも関わらず、アレ

ルギーの対応を依頼されました。どうすればよいでしょうか？ 

Ａ 学校では、医師の診断に基づいた学校生活管理指導表をもとに、対応や取組を検討する

ことを保護者に伝え、提出を依頼してください。特に食物アレルギーで学校給食での対応

が必要な場合、保護者の自己判断や幼少時の診断結果では、過剰な除去になり、成長に影

響を及ぼす可能性があるため、診断根拠が必要です。学校生活管理指導表を提出し、適切

な対応を行い不要な食事制限をなくすことも大切です。 

また、学校生活管理指導表の提出を求める際には、文書料が必要となる場合があること

についても、保護者の理解を得るようにしてください。 

（６）Ｑ＆Ａ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時の対応・薬品管理に関して 

Q３  アレルギーの症状が非常に軽い場合でも、学校生活管理指導表が必要で

すか？ 

Ａ  保護者から対応の依頼がなければ、学校生活管理指導表の提出は不要です。 

Q４  保護者から緊急時処方薬（内服薬・吸入薬・「エピペン○R 」等）を学校で預か

ってほしいとの依頼があった場合、どのように対応すればよいですか？ 

Ａ 緊急時処方薬は本人が携帯・管理・使用することが基本です。しかしそれができ

ない状況にあり学校での対応が必要な場合は、保護者、主治医、学校医、学校薬剤

師、教育委員会等と十分に協議をする必要があります。また、エピペン®を自ら注射

できない状況にある児童生徒に代わって教職員が注射する場合を除き、基本的には教

職員が児童生徒に対し医療用医薬品を使用できないこと、医薬品使用の介助は可能で

あること、学校で対応可能な事柄や支援体制、破損等が生じた場合の責任は負いかねる

こと等について保護者に理解を求める必要があります。 

  なお、医薬品を預かる場合には、「医薬品預かり書」（「学校における薬品管理マニュアル」 

財団法人 日本学校保健会 平成 21 年発行参照）の提出をお願いし、適切な管理体制の構 

築のもとに対応することが必要です。 

 

Q５  児童生徒がぜん息の発作を起こしたとき、教職員が吸入薬を吸入させるこ

とはできますか？ 

Ａ 教職員が児童生徒に医療用医薬品を使用する行為は、医行為に当たるので行

うことはできません。ただし、児童生徒が次の３つの条件を満たしており、事

前の保護者の具体的な依頼に基づき、医師または歯科医師が処方した医薬品で

あることが薬袋等で明らかであれば、その医薬品の使用（①皮膚への軟膏の塗

布、②湿布薬の貼付、③点眼薬の点眼、④一包化された内服薬の内服、⑤肛門  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q６ エピペン®を注射するのは、基本的には本人ですが、本人が注射できな

い状況にあるとき、本人に代わって教職員が注射すべきですか？ 

からの坐薬の挿入、⑥鼻腔粘膜への薬剤噴霧）の介助が可能とされていま 

す。このことから喘息の吸入薬使用は、本人が行う際に介助を行うことは 

できることと考えられます。 

  【３つの条件】 

   １  患者の様態が安定していること。  

   ２  医師または看護職員による連続的な様態の経過観察が必要では  

   ないこと 

   ３  医薬品の使用に関して専門的配慮が必要でない場合  

本人が自ら吸入薬を使用する際にも十分な注意が必要です。吸入後も改善が見られず

短時間のうちに重篤な状態に至る場合等注意深く観察するとともに、状況に応じて保護

者への連絡や医療機関への搬送、救急車の要請等を迅速に行うことが大切です。な

お、学校生活管理指導表に「緊急時には保護者への連絡より優先して救急搬送をす

ることに同意します」の欄がありますので、保護者に同意について求めるようにし

てください。 

 

Ａ 血圧が下がり、意識障害がみられるいわゆる「ショック」の状態にある患者の救命率は、ア

ドレナリンを３０分以内に投与できるか否かで大きく異なります。エピペン®は、アナフィ

ラキシーショックから命を救うための注射薬であり、アナフィラキシーショック症状

が進行する前の初期症状のうちに注射するのが効果的であるとされています。 

アナフィラキシーは、一般的に大変急速に進行します。特にエピペン®を処方 

されているような児童生徒の場合は、最初は軽い症状であっても急速に悪化する可能  

    性が高く、保護者や救急車の到着を待っている間に、命に関わる重篤な状態に陥る 

危険があります。そのため、児童生徒がエピペン®を注射できない状況にあるとき 

は、人命救助の観点から、周りの教職員が本人に代わって速やかに注射する必要が 

あります。 

アナフィラキシーは、学校生活のどの場面で発症するかを予測することが困難な 

  ため、その場に居合わせた教職員の誰もが、適切な救急対応とエピペン®の注射が 

できる体制を整えておく必要があります。そのためには、校内研修や教育委員会が実 

施する研修会等を通じ、教職員全員がアナフィラキシーに対応するための正しい知識 

や技術を身につけておくことが重要です。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

学校給食に関して 

Q８ 保護者から除去食の提供を依頼されましたが、除去する食品が複雑な場合 

や種類が多く対応できない場合は、どうすればよいですか？ 

Q７ エピペン®を管理するときに気をつけることはありますか？ 

Ａ 児童生徒の在校中に、学校が代わって「エピペン®」の管理を行う場合には、学校の実

情に即して、主治医・学校医・学校薬剤師等の指導の下、保護者と十分協議して、

その方法を決定してください。その際には、「学校が対応可能なこと」「学校にお

ける管理体制」「保護者が行うべきこと（有効期限の確認、破損等の確認）」を共

通理解しておくことが大切です。また、「学校での保管中に破損等が生じない」

「十分に注意する」「破損等が生じた場合の責任は負いかねる」ことなどについ

て、保護者の理解を求めることも重要です。「エピペン®」は含有成分の性質上、以

下のような保管が求められています。 

   ・光で分解しやすいため、携帯用ケースに収められた状態で保管し、使用する 

まで取り出すべきではない。 

    ・15℃-30℃で保存することが望ましく、冷所または日光の当たる高温下等に放 

置すべきではない。 

Ａ 学校給食で、全ての食物アレルギーの児童生徒に除去食や代替食を提供できればよいので

すが、対象児童生徒のアレルギー症状が重く、医師から指示された除去食品が多品目に渡る場

合や、複雑な場合、また設備や作業の関係で提供が難しい場合があります。学校給食で対応が

できること、できないことを保護者との面談の中で確認してください。学校給食での対応

が困難な場合は、保護者の責任のもと、弁当を持参してもらうことになりますが、弁当対応

を行う際は保護者とのコミュニケーションを密に図ること、同じクラスの子どもたちへの

説明と理解が重要です。 

教職員が、エピペン®を自ら注射できない状況にある児童生徒に代わって注射することは、

反復継続の意図がないものと認められるため、医師法違反にはなりません。また、医師法以外

の刑事・民事の責任についても、人命救助の観点からやむを得ず行った行為であると認めら

れる場合には、関係法令の規定によりその責任が問われないものと考えられます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q９ 重度の食物アレルギーで除去食が必要な場合、コンタミネーショ

ン（混入） の可能性について、保護者にどう説明すればよいです

か？ 

Q１０  食物アレルギーのため、除去食・代替食等の対応をしていた児童生徒

の保護者から、「症状がなくなり食べられるようになった」「少しなら食

べてもいいと言われた」と連絡があった場合には、今までの給食対応を

終了してもよいでしょうか？ 

Ａ 学校又は共同調理場は、除去すべき食品が調理の過程で混入する可能性があるかど

うかを見極め、混入する可能性があるのであれば、そのことを保護者に十分に説明

し、安全が第一であることを理解してもらってください。また、微量の混入も避け

る必要があるかどうかについては、保護者が主治医に確認し、必要である場合は、

それに対応が可能かどうかを判断してください。 

 

Ａ 事故防止のため、喫食の可否については医師の診断に基づくことが基本です。「食べる

ことが可能になった」ことを確認するため、学校生活管理指導表の再提出を保護者に

依頼し、アレルギー疾患対応委員会においても学校生活管理指導表の内容を確認した

うえで給食対応を終了してください。 

  また、学校給食における食物アレルギー対応で、最優先するべきことは「安全性」です。

安全性を確保するために複雑過剰な対応を避け、事故防止の観点から原因食物の一部解除

をせず、完全除去対応をすることを基本としてください。 
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